
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「 千 葉 県 ギ ャ ン ブ ル 等 依 存 症 対 策 推 進 計 画 」 の 概 要 

 

１ 計画策定の背景・趣旨 
・ ギャンブル等※１は、のめり込むことによりギャンブル等依存症※２に至り、多重債務 

や貧困、家庭不和・虐待、自殺、犯罪等の重大な社会問題を生じさせる場合がある。 

 

・ ギャンブル等依存症は、早期の支援や適切な治療により回復が期待できる一方、 

本人が依存症であるという認識を持ちにくく、必要な治療や支援を受けられていな 

い人が多い。 

 

・ 平成３０年１０月にギャンブル等依存症対策基本法が施行され、平成３１年４月、 

国が基本計画を策定。これを基本として、県がギャンブル等依存症対策推進計画 

を策定。 

・ 本計画に基づき、県民、関係事業者、各医療機関及び相談機関等と連携し、普及 

啓発、適切な治療及び回復支援、再発防止等、切れ目のない支援体制を構築する。 

 

※１  「ギャンブル等」の定義：公営競技、ぱちんこ屋に係る遊技その他の射幸行為。 

※２  「ギャンブル等依存症」の定義：ギャンブル等にのめり込むことにより日常生活又は 

社会生活に支障が生じている状態（※１、※２ ギャンブル等依存症対策基本法第２条） 

※ 公営競技：競馬、競輪、競艇、オートレース 

※ 射幸行為：偶然の利益や成功を得ようとする行為 

 

 
２ 位置付け 

ギャンブル等依存症対策基本法第１３条第１項に定める「都道府県ギャンブル等 

依存症対策推進計画」 

 

３ 計画の基本理念 
・ ギャンブル等依存症の発症、進行及び再発の各段階に応じた防止及び回復の 

ための対策を適切に講ずる。 

・ ギャンブル等依存症である者等及びその家族が日常生活及び社会生活を円滑 

に営むことができるように支援する。 

・ 多重債務、貧困、家庭不和・虐待、自殺、犯罪等の問題に密接に関連することに 

鑑み、これらの問題に関する施策との有機的な連携を図る。 

 

４ 計画期間 
 令和４（２０２２）年度から令和９（２０２７）年度までの６年間  

 

Ⅱ．相談、社会復帰支援 

 

Ⅰ．発症予防 

１ 普及啓発 
・ 県民だよりや県ホームページへの掲載、パンフレットの配布 
・ 相談窓口の周知及び講演会の実施 
・ ギャンブル等依存症問題啓発週間（５月１４日～５月２０日） 

での重点実施 
 

２ 予防教育 
・ 学校教育における指導の促進 
・ 高校生への啓発冊子の配布、予防教育や講演会の実施 
 

３ アクセス制限 
・ 本人及び家族の申告による入場制限、ネット投票制限 
・ ＡＴＭ等の撤去等 

 

Ⅲ．治療支援 

依存症専門医療機関及び依存症治療拠点機関 
（令和元年１２月指定） 

１ 専門医療機関：船橋北病院（船橋市）、秋元病院（鎌ケ谷市） 
・ 依存症治療プログラムや家族向け回復プログラムの実施 
・ 依存症専門医療機関の拡充 

２ 治療拠点機関：船橋北病院（船橋市） 
・ 医療従事者を対象とした研修の実施 
・ 依存症医療の均てん化や関係機関とのネットワークの構築 

 

 

Ⅳ．民間団体との連携 

 

 

Ⅴ．多重債務問題への支援 

 

 

ギャンブル等依存が疑われる者の推計値 

対象人口 

（２０歳から７４歳） 
推計値 全国 ※３ 千葉県 ※４ 

過去１年以内にギャンブル等 

の経験のある者 
成人の０．８％ 約７０万人 約３万５千人 

生涯を通じて、ギャンブル等 

の経験のある者 
成人の３．６％ 約３２０万人 約１６万人 

※３ 国立研究開発法人日本医療研究開発機構障害者対策総合研究開発事業「ギャンブル障害の疫学 

調査、生物学的評価、医療・福祉・社的支援のありかたについての研究2016～2018 年度」より。 

※４ 上記「３」の推計値をもとに、本県の対象人口（令和３年８月１日時点）で試算した数値。 

第１章 ギャンブル等依存症の基本的な考え方 

・ 県ホームページでの民間団体の活動紹介、「ギャンブル等 
依存症に関する機関情報」冊子の作成、依存症家族講演 
会での民間団体や自助グループ等との連携 

・ 依存症相談拠点機関及び依存症治療拠点機関における民間 
団体や自助グループ等との連携 

・ ギャンブル等依存症問題の対策を進めている民間団体に 
対する助成（関連事業者） 

１ 多重債務問題への相談支援 
県消費者センター、ギャンブル依存症問題を考える会千葉、 
社会福祉協議会、千葉司法書士会、法テラス千葉、 
日本貸金業協会 等 
 

２ 違法に行われるギャンブル等の取締りの強化 
  ・ 県警察による厳格な取り締まりの実施 
 
３ ゲームやインターネットへの依存に関する取組 

・ 教育機関と連携した啓発用冊子の配布や講演会の実施 

 

Ⅵ．基盤整備 
 

第２章 ギャンブル等依存症の現状 

 

指   標 
現   状 

（令和２年度） 

中 間 目 標 

（令和６年度） 

目   標 

（令和９年度） 

専門医療機関数 ２カ所 ３カ所 ４カ所 

専門医療機関治療件数  

（専門医療機関合計） 
１０３人 １３０人 １５０人 

治療回復プログラム参加者数 

（相談拠点機関） 
  ２１人   ２７人   ３２人 

治療回復プログラム参加者数 

（治療拠点機関） 
 ５７人   ７０人   ９０人 

第４章 推進体制 

 
１ 関連施策との有機的な連携 

総合計画、保健医療計画、健康ちば２１、障害者計画、 
アルコール健康障害対策推進計画、自殺対策推進計画等 

 
２ ギャンブル等依存症対策推進協議会 

計画の進行管理を実施。 
 
３ 計画の見直し 
  令和６年度に中間見直しを実施。 
 

第３章 取り組むべき具体的施策 

 
１ 人材育成 

支援者研修、医療従事者研修、事業所従業員研修等 
 

２ 包括的な連携協力体制の構築 
・ ギャンブル等依存症対策推進協議会 
・ 千葉県依存症対策連携会議 
・ 千葉県多重債務問題対策本部 

 

※ 各年度４月１日から３月３１日までの実人員 

数 値 目 標 

１ 相談支援 
・ 依存症相談拠点機関： 
県精神保健福祉センター、千葉市こころの健康センター 

・ 自治体の設置した相談窓口：県保健所及び中核市保健所、 
県消費者センター、中核地域生活支援センター、生活困窮者
自立相談支援機関 等  

・ 関連事業者における相談窓口：公営競技ギャンブル依存症
カウンセリングセンター、リカバリーサポート・ネットワー
ク 等 

・ 民間団体における相談窓口：ギャンブル依存症問題を考え 
る会千葉、全国ギャンブル依存症家族の会千葉、社会福祉協
議会等 

２ 社会復帰支援 
自助グループ（ＧＡ、ギャマノン）、ギャンブル依存症問題 

を考える会千葉、全国ギャンブル依存症家族の会千葉 等 

 
 


